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第５章 総合治水対策の目標 

1 総合治水対策の目標 
「東京都豪雨対策基本方針」では、10 年後までに効果的・効率的な豪雨対策を実現

するため選定した対策促進エリアにおいて、平成 29 年度までに概ね時間 55 ミリ降雨

までは床上浸水や地下浸水被害を可能な限り防止し、概ね 30 年後までに東京都全域に

おいて時間 60 ミリの降雨までは浸水を解消、時間 75 ミリの降雨までは床上浸水や地

下浸水被害を可能な限り防止することとしています。 

区の目標は、「東京都豪雨対策基本方針」及び「豪雨対策計画」を基本とします。た

だし、東京都が定めた対策促進エリア以外の地域である立会川流域においても浸水被

害が発生していることから、区の対策エリアは区内全域を対象とし、当面達成すべき

平成 29 年度の目標及び長期見通し（概ね 30 年後）の目標を設定し、治水対策に取り

組んでいきます。 

 

 

「 目 標 」 
 

○平成 29 年度まで 

 

 

 

 

○長期見通し（概ね 30 年後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 概ね時間５５ミリの降雨までは床上浸水や地下浸水被害を可能な限り防止す

ること。 

 既往最大降雨※などが発生した場合でも、生命の安全を確保すること。 

 概ね時間６０ミリの降雨までは浸水発生を解消すること。 

 概ね時間７５ミリの降雨までは床上浸水や地下浸水被害を可能な限り防止す

ること。 

 既往最大降雨などが発生した場合でも、生命の安全を確保すること。 
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凡  例 

避難・防災対策の強化：豪雨情報提供等（主に区） 

河川・下水道整備（貯留施設） ：調節池、調整池等（主に東京都） 

家づくり・まちづくり対策：水害ハザードマップ周知等（主に区） 

河川・下水道整備（流下施設）：護岸、管路整備等（主に東京都） 

流域対策：雨水流出抑制施設設置、みどりの保全・創出等（主に区） 

既往最大 

５０ 

１5 

10年後 長期見通し 
（概ね30年後） 

現在 

降
雨
規
模 55 

mm/hr 

  

5 

75 

50 

 

※「東京都豪雨対策基本方針」の内容を一部変更 

図 5-1 各対策の役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 5-2 総合治水対策の施策 ※「東京都豪雨対策基本方針」の
図を一部変更  

  

[流域対策]

集中豪雨集中豪雨集中豪雨

調節池への取水

緑地の保全創出

[家づくり・まちづくり対策]

高床建築高床建築
[河川・下水道整備]
（貯留施設）

浸透ます

透水性舗装

浸透側溝

浸透管

浸透ます浸透ます

透水性舗装

浸透側溝

浸透管

浸透ます

透水性舗装

浸透側溝

浸透管

浸透ます

透水性舗装

浸透側溝

浸透管

浸透ます

地下鉄止水板地下鉄止水板地下鉄止水板

[河川・下水道整備]
（流下施設）

[家づくり・まちづくり対策] 

土のう 水害ハザードマップ 

[避難・防災対策] 
電子メール配信サービス 

防災情報の提供 



 

 30 

ア 平成 29 年度まで 

イ 長期見通し（概ね 30 年後） 

2 総合治水対策の役割分担 
（1）東京都と区の役割分担 

区は効果的、効率的な総合治水対策を実現するため、河川、下水道及び流域対策の

各対策について東京都との役割分担を明確に設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）区と区民、事業者等の方の役割分担 
区内全域における治水対策を充実させるためには、区民や事業者等の方の協力が不

可欠です。 
区では、今後とも雨水流出抑制施設の整備促進をはじめ、降雨時における情報提供

の工夫や、水害の危険性の周知及び浸水防止対策の事例紹介など積極的な情報発信を

行っていきます。あわせて、水害などの災害時には、高齢者、障害者など避難支援が

必要な方への援護対策を進めていきます。 
一方、区民や事業者等の方は、自らの生命・財産は自分で守るという認識のもと、

雨水流出抑制施設の設置をはじめ、区や地域から発信される情報を積極的に活用する

ことが必要です。 
 

区と東京都において、各河川の流域全体目標である雨水流出抑制施設やみどり
の保全・創出などの流域対策により約 10 ミリ降雨相当分の雨水流出の抑制ととも
に、区民の生命身体、財産を守ることができる施策の充実を図っていきます。 

治水対策は、各河川の流域全体で取り組む必要があります。 
区は、雨水流出抑制施設の整備やみどりの保全・創出などの流域対策により、

時間 5 ミリ降雨相当の流出を抑制していきます。あわせて、区民や事業者等の方
に対し、自ら水害に備えることができる仕組みづくりや、避難行動のあり方を整
備していきます。 
東京都は、広域的な治水対策として、時間 50 ミリ相当の降雨に対応できるよう

河川や下水道の整備を進めています。区は、これらの整備が計画通りに進むよう
東京都へ働きかけを行っていきます。 
区と東京都は、あわせて時間 55 ミリ相当の降雨に対応した整備を進めていきま

す。 
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第６章 総合治水対策の方針 

1 基本的な考え方 
計画の期間を長期見通し（概ね 30 年後）として、概ね時間 60 ミリの降雨までは浸

水発生を解消し、概ね時間 75 ミリの降雨までは床上浸水や地下浸水被害を可能な限り

防止することともに既往最大降雨などが発生した場合でも生命の安全を確保すること

を目標として、雨水の流出を抑える「流域対策」、浸水被害を軽減する「家づくり・ま

ちづくり対策」、区民の生命身体を守る「避難・防災対策」の方向を示します。 

 
 

2 流域対策の方向 
 
 
 
 
 
（1）区の施設の流域対策 

東京都から公表された各河川の「豪雨対策計画書」に基づき目標対策量を設定し、

区の施設において雨水流出抑制施設の設置をより一層推進していきます。 

 

（2）公共施設及び民間施設の流域対策 
公共施設及び民間施設においても、流域対策が進むよう協力を求めていきます。 

協力を得るため、豪雨対策の必要性についてＰＲしていきます。また、建築確認申

請や排水設備申請・届出時において貯留・浸透施設の設置指導を行うとともに雨水流

出抑制施設の設置助成要綱の普及啓発に努めていきます。 

 

（3）みどりの保全・創出 
「みどりの基本計画※」に基づき、公園等の整備を進めみどりを創出するとともに、

住宅地等の身近なみどりを保全し、新たにみどりを創出していきます。 
 

 

流域対策として、区の施設において雨水流出抑制施設の設置をより一層推進する
とともに、公共施設や民間施設における雨水流出抑制施設の設置が進むよう協力
を求めていきます。また、みどりの保水能力を流域対策に取り込み、治水対策の
充実を図っていきます。 
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3 家づくり・まちづくり対策の方向 
 
 
 
 
 
 
 
（1）浸水情報の周知 

区民や事業者等の方が浸水危険度の認識を高め、自発的な建物の浸水対策が促進さ

れるように、平成 17 年 3 月に公表・配布した「目黒区水害ハザードマップ」の周知や、

近年区内で発生している地下施設の浸水実績などの情報を積極的に提供していきます。 

 

（2）地下施設・半地下建築物への浸水対策 
現在、区内では半地下式に造ら

れた建物等における浸水被害の報

告を多く受けています。半地下建

物を所有する区民や事業者等の方

に対して、平成 20 年 9 月に東京都

が策定した「東京都地下空間浸水

対策ガイドライン」などを基に、

具体的な浸水対策や配慮すべき事

項についての啓発活動や、浸水対

策が実施される仕組みづくりを行

っていきます。 

 

 

 

 

 
出典：「東京都地下空間浸水対策ガイドライン（平成 20年 9 月）東京都」 

図 6-1 浸水時の地下空間の危険性 

家づくり・まちづくり対策においては、まず区民や事業者等の方が、自らの住
む場所の水害特性を理解し、自助による対策が促されるよう、水害に関する情報
を積極的に提供していきます。 
また、水害の危険性が高い地域や施設においては、建築時等における浸水対策

の検討など、区民や事業者等の方自らが水害に備えることができるような仕組み
づくりを行っていきます。 
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4 避難・防災対策の方向 
 
 
 
 
 
（1）情報周知の充実 

区ホームページやめぐろ区報による情報提供を更に充実させていくとともに、携帯

電話を利用したメール配信による情報提供など災害時要援護者※に配慮した情報提供

手段の多面化を図っていきます。 

また、地下にいる人は豪雨が発生した場合、地上の降雨状況が分からず、自身の危

険性を十分に認識できません。このことから、自らが求めなくても適切な情報が届く

ように、区は「プッシュ型※」による水害情報の提供を検討していきます。 

 

（2）避難体制の整備 
水害における避難体制や行動について、地震や火災など他の災害とできるだけ整合

を図り、区民や事業者等の方が分かりやすい避難体制の整備に努めていきます。 

 

（3）水防体制の強化 
水害発生時には、地域住民の相互の助け合いが大切であり、家屋等への浸水防止や

避難などの手助けとして地域住民のリーダーとなる人材が必要です。区は、リーダー

となるべき人材の育成を図るため、水害をはじめとする防災に関する知識の習得と浸

水対策などの実践的な行動力の体得を目的とした訓練の実施に努めていきます。 
また、毎年 1 回実施している「目黒区総合水防訓練」について、区と区民、事業者

等の方がそれぞれの役割において水害に対処できるよう訓練内容を工夫するとともに、

幅広い年齢層の多くの区民が参加するようＰＲ活動や普及啓発に努めていきます。 

お年寄りの方や障がいを持つ方など災害時要援護者の避難については、町会・自治

会、住区住民会議をはじめ地域の方との協力が得られるような仕組みづくりに取り組

んでいきます。 

 

 

降雨量が河川や下水道の排水能力を超え、大規模な水害や内水はん濫の発生が
予想される場合、避難行動により生命身体の安全を守ることが必要です。避難が
確実、かつ安全に行われるため、平常時から必要となる情報の提供や避難方法を
事前に周知し、自助、共助による行動のあり方を整備していきます。 


